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 予 R06-21 
配点：3 

  無効等確認の訴えに関する次のアからエまでの各記述について、法令又

は最高裁判所の判例に照らし、それぞれ正しい場合には１を、誤っている

場合には２を選びなさい。 

  ア．原子炉の周辺に居住する住民は、同原子炉の設置者に対しその建設

又は運転の差止めを求める民事訴訟を提起していたとしても、同原子

炉の設置許可処分の無効確認を求める訴えを適法に提起することがで

きる。 

  イ．処分の無効確認を求める訴えにおいては、被告において当該処分が

適法かつ有効なものであることを具体的事実に基づき主張する必要が

あり、原告は、当該処分の無効原因の主張として、抽象的に当該処分

に重大かつ明白な瑕疵があると主張すれば足りる。 

  ウ．行政事件訴訟法においては、裁判所は、処分の無効確認を求める訴

えにおいて、当該処分が違法かつ無効なものであるものの、これを無

効とすることにより公の利益に著しい障害を生ずる場合であって、処

分を無効とすることが公共の福祉に適合しないと認めるときは、請求

を棄却することができる旨条文上規定されている。 

  エ．土地改良事業の施行に伴い土地改良区から所有地の換地処分を受け

た者は、同処分に基づく登記等の手続が全て終了したときは、用途、

地積等を総合的に勘案して当該換地が従前の土地に照応したものでな

ければならない旨のいわゆる照応の原則違反を理由とする同処分の無

効確認を求める訴えを適法に提起することができない。 
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ア．〇 
判例（最判平 4.9.22【百選Ⅱ174】）は、「被上告人らにおいて右民事訴訟

〔注：人格権等に基づき本件原子炉の建設ないし運転の差止めを求める民

事訴訟〕の提起が可能であって現にこれを提起していることは、本件無効

確認訴訟が同条所定の前記要件を欠くことの根拠とはなり得ない」として

いる。その理由として、同判例は、「処分の無効確認訴訟を提起し得るため

の要件の一つである、右の当該処分の効力の有無を前提とする現在の法律

関係に関する訴えによって目的を達することができない場合とは、当該処

分に基づいて生ずる法律関係に関し、処分の無効を前提とする当事者訴訟

又は民事訴訟によっては、その処分のため被っている不利益を排除するこ

とができない場合はもとより、当該処分に起因する紛争を解決するための

争訟形態として、当該処分の無効を前提とする当事者訴訟又は民事訴訟と

の比較において、当該処分の無効確認を求める訴えのほうがより直截的で

適切な争訟形態であるとみるべき場合をも意味するものと解するのが相当

である」ところ、「被上告人らは本件原子炉施設の設置者である動力炉・核

燃料開発事業団に対し、人格権等に基づき本件原子炉の建設ないし運転の

差止めを求める民事訴訟を提起しているが、右民事訴訟は、行政事件訴訟

法 36 条にいう当該処分の効力の有無を前提とする現在の法律関係に関する

訴えに該当するものとみることはできず、また、本件無効確認訴訟と比較

して、本件設置許可処分に起因する本件紛争を解決するための争訟形態と

してより直截的で適切なものであるともいえない」ということを挙げる。 

⇔ 2027 総合講義･76 頁 

イ．× 
判例（最判昭 34.9.22【百選Ⅰ79】）は、「無効原因となる重大・明白な違

法とは、処分要件の存在を肯定する処分庁の認定に重大・明白な誤認があ

ると認められる場合を指すものと解すべきである。……従って、無効原因

の主張としては、誤認が重大・明白であることを具体的事実……に基いて

主張すべきであり、単に抽象的に処分に重大・明白な瑕疵があると主張し

たり、若しくは、処分の取消原因が当然に無効原因を構成するものと主張

することだけでは足りないと解すべきである」としている。 
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⇔ 2027 総合講義･78 頁 

ウ．× 
行政事件訴訟法 31 条１項は、「取消訴訟については、処分又は裁決が違

法ではあるが、これを取り消すことにより公の利益に著しい障害を生ずる

場合において、原告の受ける損害の程度、その損害の賠償又は防止の程度

及び方法その他一切の事情を考慮したうえ、処分又は裁決を取り消すこと

が公共の福祉に適合しないと認めるときは、裁判所は、請求を棄却するこ

とができる。この場合には、当該判決の主文において、処分又は裁決が違

法であることを宣言しなければならない」と規定している。 

もっとも、同法 38 条１項は、「第 11 条から第 13 条まで、第 16 条から第

19 条まで、第 21 条から第 23 条まで、第 24 条、第 33 条及び第 35 条の規定

は、取消訴訟以外の抗告訴訟について準用する」と規定しており、処分の

無効確認を求める訴えにおいて同法 31 条１項は準用されていない。 

⇔ 2027 総合講義･307 頁 

エ．× 
判例（最判昭 62.4.17【百選Ⅱ173】）は、本問と同様の事案において、

「土地改良事業の施行に伴い土地改良区から換地処分を受けた者が、右換

地処分は照応の原則に違反し無効であると主張してこれを争おうとすると

きは、行政事件訴訟法 36 条により右換地処分の無効確認を求める訴えを提

起することができる」としている。その理由として、同判例は、「法〔注：

土地改良法〕54 条に基づく換地処分は、土地改良事業の性質上必要がある

ときに当該土地改良事業の施行に係る地域につき換地計画を定めて行われ

るものであり、右施行地域内の土地所有者等多数の権利者に対して行われ

る換地処分は通常相互に連鎖し関連し合っているとみられるのであるか

ら、このような換地処分の効力をめぐる紛争を私人間の法律関係に関する

個別の訴えによって解決しなければならないとするのは右処分の性質に照

らして必ずしも適当とはいい難く、また、換地処分を受けた者が照応の原

則に違反することを主張してこれを争う場合には、自己に対してより有利

な換地が交付されるべきことを主張していることにほかならないのであっ

て、換地処分がされる前の従前の土地に関する所有権等の権利の保全確保

を目的とするものではないのであるから、このような紛争の実態にかんが

みると、当該換地処分の無効を前提とする従前の土地の所有権確認訴訟等

の現在の法律関係に関する訴えは右紛争を解決するための争訟形態として

適切なものとはいえず、むしろ当該換地処分の無効確認を求める訴えのほ

うがより直截的で適切な争訟形態というべきであり、結局、右のような場
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合には、当該換地処分の無効を前提とする現在の法律関係に関する訴えに

よってはその目的を達することができないものとして、行政事件訴訟法 36

条所定の無効確認の訴えの原告適格を肯認すべき場合に当たる」というこ

とを挙げる。 

⇔ 2027 総合講義･310 頁    




